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論文内容の要旨
第 1 章では、研究の背景を説明し、鋼部材のうち、現在具体的な耐震性能評価手法の提案されていない長方形断面
の鋼部材、高軸力が作用する鋼部材および細長比が長い鋼部材の耐震性能確認、評価手法開発が本研究の目的である
ことを示した。
第 2 章では、既往の研究で知見が少ない断面形状が長方形である鋼部材、高軸力が作用する鋼部材および細長比パ
ラメータが 0.5 程度の鋼部材の耐震性能を把握するため、正負交番載荷実験を行った。そして、その実験結果をもと
に、既往の研究の実験結果等を比較することにより、断面形状、作用軸力および、細長比パラメータが鋼部材の最大水
平荷重、最大水平荷重時変位等の耐震性能、座屈形状等に与える影響についての考察を行った。
第 3 章では、実験結果を補完するため、鋼部材の塑性履歴特性を精度良く表現できる大阪大学大学院で開発された
弾塑性有限変位解析ソフト CYNAS を使用し、軸力および細長比パラメータが鋼部材の耐震性能に与える影響につい
て把握している。そして、 2 章の実験結果、本章の弾塑性有限変位解析結果および既往の研究成果をもとに、既往の
研究で提案されている高軸力が作用する鋼部材の耐震性能評価手法の妥当性を検証するとともに、断面形状が長方形
の鋼部材、高軸力の作用する鋼部材および細長比の中程度の鋼部材へも適用可能なより汎用性の高い耐震性能評価手
法の提案を行っている。
第 4 章では、本研究で提案した耐震性能評価手法を設計へ適用した場合の利点を具体的に検証するため、地震時に
高軸力が作用する可能性があり、現在レベル 2 地震動に対して具体的な耐震設計手法が確立されていない吊橋の塔柱
を対象にして検討を行った。その結果、現在塔柱の設計で行われている弾性設計を行った場合に比べて、本論文で提
案する耐震性能評価手法を用いて耐震設計を行うことにより、より合理的な設計が可能であることがわかった。
第 5 章では、本論文で得られた結論の総括を行っている。
論文審査の結果の要旨
兵庫県南部地震による被災以降、道路橋の設計地震力の見直し、強震地震動が作用した時における部材に対する要
求性能の設定、その要求性能の評価方法等、鋼製橋脚をはじめとした鋼部材に対する塑性設計法の導入がなされてい
A吐??
る。その一方で具体的な耐震性能評価手法が示されていない形式の鋼部材も存在するため、既設銅製橋脚の耐震照査、
新設銅製橋脚の耐震設計実務において塑性化を許容できない場合が多い。
本論文では、実橋の実績調査をもとに、実験供試体の構造諸元を決定し、その実験供試体を使用して、強震地震動
が作用した場合に鋼部材に生じる高圧縮軸力下での曲げ耐力及び変形性能の確認を行うため正負交番載荷実験を行、
っている。
次に弾塑性有限変位解析プログラムの妥当性を正負交番載荷実験と解析の荷重ー変位履歴等を比較することで検証
した。その後降伏軸力比、主要構造ノfラメータを変化させたノペラメトリック解析を実施し、その解析結果等をもとに
耐震設計照査に不可欠な耐荷力評価式、変形量評価式を提案している。また、他の研究機関で実施した実験結果、弾
塑性有限変位解析結果を広く参照し、その提案式の妥当性を確認している。
最後に吊橋主塔について提案する手法を適用することで、その地震時の応答の特性、実務での提案式運用の可否、
提案する手法の合理性を明らかにしている。
以上のように、本論文は矩形断面鋼部材の強震地震時を想定した断面力に対する耐荷性能、変形性能を明らかにす
るとともに、矩形断面鋼部材の強震地震に対する安全性向上、合理的な耐震設計の開発に寄与することが大である。
よって本論文は博士論文として価値あるものと認める。
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